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那覇市告示第１４８号

１９６６年１１月７日







　第８７回那覇市議会（臨時会）を次のとおり招集する。










那覇市長　　西銘順治
















記

１．日時　　　　　１９６６年１１月１０日（木）午前１０時

２．場所　　　　　那覇市議会議場

３．付議事件

(1)　市有財産を取得することについて

(2)　土地売買契約を締結することについて

(3)　土地売買契約を締結することについて

(4)　土地の無償貸し付けをすることについて

(5)　ごみ処理場設置契約を締結することについて

(6)　専決処分の承認を求めることについて







第８７回那覇市議会臨時会会期日程




１９９６年１１月１０日　1日間









	年

	月

	日

	曜

	種別

	日程

	摘要




	１９６６

	１１

	１０

	木

	本会議

	議案上程、説明聴取、現場視察、質疑、討論、表決

	












本会議　　　　１日












第87回那覇市議会会議録




臨時会




上程案件







議案第１２６号




市有財産を取得することについて




　下記のとおり土地を取得するものとする。




１９６６年１１月１０日提出







那覇市長　　西銘順治













記

１　取得の目的　　真和志高等学校用地として貸し付けるため。

２　土地の表示　　南風原村字新川令佐原３番ほか７筆（内訳別紙）

３　取得面積　　　２，８５９坪

４　取得価額　　　総額２７，３８０ドル

５　取得先　　　　南風原村字新川４５番地

小橋川共用ほか５名（別紙）










（提案理由）

　真和志高等学校敷地の一部としての貸付を目的としてこの土地を取得するため、この案を提出する。




買収する土地の内訳

[image: 画像]

　新設高校敷地見取図　

[image: 画像]



議案第１２７号




土地売買契約を締結することについて

　下記のとおり土地売買契約を締結するものとする。

１９６６年１１月１０日提出

那覇市長　西銘順治




記




１　契的目的　　　　　　　真和志高等学校用地として貸付けるため

２　契約する土地の表示　　契約金額および契約相手方

[image: 画像]




３　契約の方法　　　　　　随意契約




（提案理由）

　那覇市条例「議会の議決または住民の投票に付すべき財産、営造物または、議会の議決に付すべき契約に関する条例」第５条第２号により、この案を提出する。




新設高校敷地見取図
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議案第１２８号




土地売買契約を締結することについて

　下記のとおり土地売買契約を締結するものとする。

１９６６年１１月１０日提出




那覇市長　西銘順治







記

１　契約の目的　　　真和志高等学校用地として貸付けるため

２　契約地の所在　　那覇市字真地上原２３６番

３　地目　　　　　　　　畑

４　地積　　　　　　１，０８２坪

５　契約金額　　　　１０，８２０ドル（坪あたり１０ドル）

６　契約相手　　　　那覇市字真地３０４番地

奥川忠伸

７　契約の方法　　　随意契約




（提案理由）

　那覇市条例「議会の議決または住民の投票に付すべき財産、営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例」第５条第２号によりこの案を提出する。




　新設高校敷地見取図　
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議案第１２９号




土地の無償貸付けをすることについて

　別紙に表示する土地を下記により無償貸付けるものとする。

１９６６年１１月１０日提出

那覇市長　西銘順治










記

　使用目的　　　　　真和志高等学校敷地の一部として

　貸付面積　　　　　９，４３４．７０平方メートル（２，８５９坪）

　貸付期間　　　　　売買契約地（仮契約を含む）は契約の日から５か年

　貸付け相手方　　　琉球政府










（提案理由）

　真和志高等学校敷地の一部として、その用に供するため、この案を提出する。




土地の表示
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議案第１３０号




ごみ処理場設置契約を締結することについて

　ごみ処理場施設設置について次のとおり契約を結ぶものとする。

１９６６年１１月１０日提出

那覇市長　西銘順治










記

１　施設名　　　　　ごみ処理場施設

２　契約方法　　　　随意契約

３　契約金額　　　　３５０，３５０ドル

４　契約保証金　　　１０，５３０ドル

５　工期　　　　　　決議の日から２００日

６　契約の相手方　　那覇市松山町２丁目１２２番地の１

第一産業株式会社

　　　　　　　　　　　　取締役社長　　又吉康栄










（提案理由）

　各家庭から排出されるごみを完全処理することによつて市民生活の向上をはかるとともに環境衛生の問題を解決するためごみ処理場施設を設置したいので、この案を提出する。







那覇市ごみ処理場施設設置仮契約書




　那覇市長西銘順治（以下「甲」という。）と第一産業株式会社取締役社長又吉康栄（以下「乙」という。）との間にごみ処理場施設（以下「施設」という）の施設について、つぎのとおり契約を締結した。

第１条　この契約の要項は、つぎのとおりとする。

(1)　施設名　　　　那覇市ごみ処理場施設（別紙内訳書のとおり）

(2)　請負代金額　　３５０，３５０ドル

(3)　設置期限　　　決議の日から２００日以内

(4)　設置場所　　　南風原村字新川伊武志川原６４１番地

(5)　契約保証金　　１０，５３０ドル

(6)　支払場所　　　那覇市会計課

第２条　乙は別冊図面および仕様書に基づき前条の期限内に施設を完成しなければならない。

２　図面および仕様書に明示されてないもの、または図面と仕様書の交互符合しないものがあるときは、甲乙協議して定める。ただし、軽微なものについては現場監督員（以下「監督員（甲）」という。）の指示にしたがうものとする。

３　乙は図面および仕様書に基づく工程表を３部作成し、契約の日から５日以内に甲に提出しなければならない。

４　甲は前項の工程表の提出を受けたときは、ただちに審査し、不適当と認めたときは、その理由を明示し、期日を指定して再提出を求め、適当と認めたときは、承認を与えなければならない。

第３条　乙はこの契約によつて生ずる権利もしくは義務を第三者に譲渡し、または承継せしめてはならない。ただし、甲の承諾を得た場合はこの限りでない。

第４条　乙はこの契約の履行について、工事の一部を第三者に委任し、もしくは請け負わせることができる。ただし委任もしくは請け負う者は、甲が指定する複数の者から乙が撰托し、甲の立ち会いの上契約をなすものとする。

第５条　甲は乙の工事施工について、自己に代って監督または指示する監督員（甲）を定め、乙に通知する。

２　監督員（甲）は施設設置契約書、図面または仕様書に定められた事項の範囲内において次の各号の職務を行う。

(1)　工事施工に立ち会い、または必要な監督を行ないもしくは第６条の規定による乙の現場代理人に対して指示を与えること。

(2)　工事用材料または工作物の検査もしくは試験を行うこと。

第６条　乙は現場代理人および施設現場における施工の技術上の管理をつかさどる専任の主任技術者を定め、あらかじめ甲に文書をもって通知しなければならない。ただし、主任技術者は１級建築士またはこれと同等以上の資格を有する者とする。

(2)　前項の現場代理人と主任技術者は、これを兼ねることはできない。

(3)　乙の現場代理人は施設現場に常駐し、監督員（甲）の指示にしたがい施設現場の取り締りおよび施設に関するいつさいの事項を処理しなければならない。

第７条　監督員（甲）は乙の現場代理人、主任技術者、使用人または労務者について、工事の施工または管理につき著しく不適当と認められる者があるときは、その理由を明示し乙に対してその交代を求めることができる。

第８条　工事に使用する材料について、品質または品等があきらかでないものについては、それぞれの中等以上のものとする。

２　工事に使用する材料は、使用前に監督員（甲）の検査を受け合格したものでなければ使用することができない。

３　監督員（甲）は、乙から前項の規定による検査を求められたときは、ただちにこれに応じなければならない。

４　前項の材料を検査するために直接必要な経費は乙の負担とする。

５　検査の結果不合格と決定した材料については、乙は監督員（甲）の指図により遅滞なくこれを施設現場から搬出しなければならない。

６　乙は工事に使用する材料のうち調合を要するものについては、監督員（甲）の立ち会いを得て調合したものでなければこれを使用してはならない。

７　乙は監督員（甲）の承諾を受けなければ施設現場に搬入した検査済材料を持ち出してはならない。

８　乙は機器の据え付けをしようとするときは機器の仕様書および製作図を甲に提出し承諾を受けるものとする。

第９条　乙は施設が完成したときは、甲に完成届けを提出しなければならない。

２　甲は乙から前項の完成届けを受理したときは、その日から１５日以内に検査を行ない、検査に合格したときは、その旨乙に通知し、同時にその引渡しを受けるものとする。

３　乙は前項の完成引渡したのち３０日間は甲の技術指導を行うものとし、その費用は乙の負担とする。

４　第２項の規定により検査を受けるときは、乙または、その代理人に立ち会わなければならない。この場合において、これらの者が立ち会わないときは、検査の結果について異議の申し立てをすることができない。

５　第２項の検査に合格しないときは、乙は甲の指示する期間内に補修または改造して甲の再検査を受けなければならない。

この場合における再検査の期日は、甲が乙から補修または、改造を終了した旨の通知を受けた日から１４日以内とする。

第１０条　請負代金は、施設全部引渡しのうえ支払うものとする。

２　乙は完成前に出来高部分に対する部分払いの請求をすることができる。ただし、この請求は施工中２回を越えることはできない。

３　既済部分に対する所有権は甲に移転するが、その危険負担は、目的物の完成引き渡しまでは乙に属すべきものとする。

第１１条　甲は前条第２項の請求を受けたときは出来高検査調書に基づいて、その代価の１０分の９以内の金額を支払うものとする。

第１２条　前条の規定により支払われた請負代金は、本請負工事に直接必要な経費以外に充当してはならない。

第１３条　正当な理由により当初の期限内に施設を完成することができないときは、乙は甲に対して、その理由を付して工期の延長を求めることができる。ただしその延長日数は甲乙協議して定めるものとする。

２　前項の期限延長について、甲が正当な理由であると認めたときは遅延違約金を免除することができる。

第１４条　乙の責めに帰すべき理由により、契約で定めた期限内に完成できない場合は、期限後において甲が完成する見込みがあると認めたときは、乙から遅延違約金を徴収することを条件として期限を延長することができる。

２　前項の遅延違約金は遅延日数1日につき請負代金額（既に引き渡した部分がある場合は当該部分に対する契約金相当額を控除した額）の１０００分の３とする。

３　前項の遅延違約金は、請負代金支払の際、甲に支払うものとし、なお不足する場合は甲の指定する期日までに納付するものとする。

第１５条　甲は必要がある場合には施設の内容を変更しもしくは設置を一時中止し、またはこれを打ち切ることができる。この場合において請負代金額または期限を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。

２　前項の場合において、乙が損害をこうむることがあつても甲は、その損害を負わないものとする。

第１６条　乙が正当な理由なくして、この契約の各条項に違反した場合には、甲は契約を解除することができる。この場合、乙が損害をこうむることがあつても甲はその責めを負わないものとする。

第１７条　乙は、完成の日から１年間、施設目的物（関連機器を含む）のかしを補修し、またはそのかしによつて生じた滅失、もしくはき損に対して損害を賠償しなければならない。

第１８条　乙はこの契約の履行については、この契約に定める事項のほか那覇市の工事その他の請負契約条例（１９５３年条例第４６号）その他関係法規を適用するものとする。

第１９条　この契約に関して甲と乙との間に意見の相違が生じたときは甲乙協議のうえ定めるものとする。

第２０条　この仮契約は、後日議会の議決を得たときに効力を発しこの仮契約をもつて本契約とする。

この契約を証するため本書２通作成し双方が記名押印して、各自がその１通を所持するものとする。

１９６６年１１月７日




甲　　　那覇市長　西銘順治

乙　　　那覇市松山町２丁目１２２番地の１

第一産業株式会社

取締役社長　又吉康栄

保証人　　東京都港区新橋４丁目２４番　８号

東洋コンポスト株式会社

取締役社長　名倉憲吾










那覇市ごみ処理場施設

[image: 画像]



議案第１３１号




専決処分の承認を求めることについて




　市町村自治法第１１４条第１項の規定により下記事項について専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告し、承認を求める。




１９６６年１１月１０日提出




那覇市長　西銘順治




記




１　工事名　　　　　　　若松市場併存住宅建設工事

２　契約の相手方　　　　那覇市字安里４８０番地

城間組　代表者　城間長幸

３　既定金額　　　　　　１５７，２００ドル

４　変更金額　　　　　　１５９，６００ドル

５　変更による増額　　　２，４００ドル










（提案理由）

　設計当初、土地調査報告資料に基づき基礎くい打ちの設計をしたが、現場が戦前の塩田を埋め立て造成した土地であるため、支持地盤の深度に異方性があつて設計と現場のあいだに誤差を生じたためその部分を設計変更して施工する必要があり、工事の性質上急施を要し議会を招集する暇がないものと認め専決処分したので、この案を提出する。




専決処分書




　市町村自治法第１１４条第１項の規定により下記のとおり専決処分する。




１９６６年１０月２２日







那覇市長　西銘順治










記




１　工事名　　　　　　　若松市場併存住宅建築工事

２　契約の相手方　　　　那覇市字安里４８０番地

城間組　代表者　城間長幸

３　既定金額　　　　　　１５７，２００ドル

４　変更金額　　　　　　１５９，６００ドル

５　変更による増額　　　２，４００ドル
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第８７回那覇市議会（臨時会）処理結果




	１９６６年１１月１０日　
	（午前１０時０１分　開会）

	（午后　３時０８分　閉会）




１．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	11

	10

	


	会議録署名義胃の指名ついて

	議長

	22番議員

23番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期を定めることについて

	〃

	１日間




	〃

	〃

	〃

	126

	市有財産を取得することについて

	市長

	可決




	〃

	〃

	〃

	127

	土地売買契約を締結することについて

	〃

	同意




	〃

	〃

	


	128

	土地売買契約を締結することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	129

	土地の無償貸付けをすることについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	130

	ごみ処理場設置契約を締結することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	131

	専決処分の承認を求めることについて

	〃

	承認
















第87回那覇市議会会議録




臨時会







１１月１０日（木曜日）





１９６６年第８７回那覇市議会会議録（臨時会）




○１１月１０日（招集日）

	（午前１０時０１分　開会）

	（午后　３時０８分　閉会）









○出席議員（２６名）








	　２番
	椿秀芳君
	１６番
	仲本安一君


	　３番
	大浜長弘君
	１７番
	金城吾郎君


	　４番
	喜舎場盛一君
	１９番
	又吉久正君


	　５番
	山川正平君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　６番
	儀間真祥君
	２１番
	金城重正君


	　７番
	瀬長フミ君
	２２番
	赤嶺保三郎君


	　８番
	黒潮隆君
	２３番
	喜久山朝重君


	　９番
	友利栄吉君
	２４番
	平良真次郎君


	１０番
	吉浜朝一君
	２５番
	高良一君


	１１番
	真栄城嘉園君
	２７番
	比嘉朝四朗君


	１２番
	金城庄端君
	２８番
	平良亀助君


	１３番
	仲宗根昌弘君
	２９番
	辺野喜秀興君


	１５番
	久高友敏君
	３０番
	渡口麗秀君










〇欠席議員（４名）








	　１番
	安見福寿君
	１８番
	大山盛幸君


	１４番
	宮良永昌君
	２６番
	比嘉佑直君










～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






〇説明員


	市長
	西銘順治君


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
	新垣義徳君


	市長公室長
	城田清才君


	総務部長
	新里博一君


	財政部長
	当間重美君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	水道部長
	玉城定仁君


	消防本部長
	宮平栄治君


	秘書課長
	大浜用陽君


	総務課長
	武村盛秀君


	用度管財課長
	小松能勝君


	主計課長
	平山登君


	保健衛生課長
	清水愛三君


	ごみ処理場長
	外間政彰君


	建設部庶務課長
	宜野座朝恭君


	建築課長
	浦崎安昭君


	住宅課長
	佐久本政裕君


	教育長
	阿波根直成君


	次長
	喜久山添釆君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






〇事務局出席者


	事務局長
	義永栄善君


	庶務課長
	玉城三郎君


	議事課長
	新垣襄二君


	調査係長
	亀島美一君


	議事係長
	永山盛宏君


	議事係
	名嘉元甚勝君


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	徳村政保君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






１９６６年第８７回那覇市議会（臨時会）議事日程第１号

１９６６年１１月１０日（木）午前１０時開議




第１　　　会議録署名議員の指名について

第２　　　会期を定めることについて

第３　　　市有財産を取得することについて

（市長提出議案第１２６号）

第４　　　土地売買契約を締結することについて

（市長提出議案第１２７号）

第５　　　土地売買契約を締結することについて

（市長提出議案第１２８号）

第６　　　土地の無償貸付けをすることについて

（市長提出議案第１２９号）

第７　　　ごみ処理場設置契約を締結することについて

（市長提出議案第１３０号）

第８　　　専決処分の承認を求めることについて

（市長提出議案第１３１号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



〇会議に付した事件

第１　　　会議録署名議員の指名について

第２　　　会期を定めることについて

第３　　　市有財産を取得することについて

（市長提出議案第１２６号）

第４　　　土地売買契約を締結することについて

（市長提出議案第１２７号）

第５　　　土地売買契約を締結することについて

（市長提出議案第１２８号）

第６　　　土地の無償貸付けをすることについて

（市長提出議案第１２９号）

第７　　　ごみ処理場設置契約を締結することについて

（市長提出議案第１３０号）

第８　　　専決処分の承認を求めることについて

（市長提出議案第１３１号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





〇議長（高良　一君）

　これより、本日をもつて招集された１９６６年１１月の第８７回那覇市議会臨時会を開会いたします。

これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第１号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。

　１１月７日付、那総総第６，８９５号「議案の送付について」および１１月８日付、那総総第６，９２２号「議案の説明者について」市長から、文書が送付されておりました。議案は、お手元に配付してあります。

議案の説明者は、市長ほか２０名となつております。写しは、お手元に配付してあります。

　１０月２６日付、那監第６号「出納検査の結果について」那覇市監査委員中山興忠ほか３名から、１９６７年度９月分の例月出納検査の結果報告が提出されておりましたので、写しをお手元に配付してあります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






〇議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により、議長において赤嶺保三郎君、喜久山朝重君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




〇議長（高良　一君）

　日程第２「会期を定めることについて」を議題といたします。

第８７回議会の会期日程につきましては、１１月８日の議会運営委員会に諮り了承の上、その案をお手元に配付してあります。

お諮りいたします。

会期は、お手元の案のとおり１１月１０日１日間と定めることにご異議ありませんか。

（「異議なし」と云う者あり）






〇議長（高良　一君）

　ご異議ないものと認めます。会期は、１１月１０日１日間と定めることに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




〇議長（高良　一君）

　日程第３ないし、日程第８までを一括して議題に付します。

当局から順次議案説明を願います。






〇総務部長（新里　博一君）

　議案第１２６号「市有財産を取得することについて」および議案題１２７号、１２８号「土地売買契約を締結することについて」は、相関連いたしますので、一括してご説明申しあげます。

　琉球政府では、本年度全琉に、三つの高校を新設することになりまして、そのうち一校は当市管内に、来年４月開校を目標に計画が進められてまいりましたが、当市といたしましても高校の新設には積極的に協力することになりまして、去る９月定例議会において、この案に伴なう予算についてのご承認を得た次第であります。

このたびお手もとにお配りしてあります議案のとおり、土地の取得について相手方の承諾を得ましたのでこの案を提案した次第であります。

よろしくご審議くださるようお願いいたします。

議案第１２９号「土地を無償貸付けすることについて」をご説明申しあげます。この案は、議案にも記載いたしてありますとおり、新設の真和志高等学校敷地の一部として、第１３６号議案の議決を得て、市有財産として取得のうえ、琉球政府へ無償貸付けをするため提案した次第であります。

よろしくご審議くださるようお願いいたします。






〇建設部長（花城　直政君）

　ただいま上程になりました議案１３０号ごみ処理場設置契約を結ぶことについてを御説明いたします前に訂正していただきたいのがございます。契約書の一番最後のほうから２頁、乙の住所でございます。これは那覇市松下町となつておりますけれども松山町に訂正願います。それから保証人の住所、東京都港区新橋４丁目１０号となつているのを１０号を８号に訂正願いたいと思います。

本件は本年度当初予算に計上されました、ごみ処理場の設置についてであります。御承知のようにごみ処理施設で重要なのは、高速堆肥化装置であり、この装置についてはほかにもメーカーがございますが各種の資料を集め実情を調査し、検討した結果「ダノ式」浄化装置がもつとも優れているとの結論に達しましたので９月１日、機種の決定を行い１１月７日に同社の沖繩代理店である第一産業株式会社と仮契約を締結しましたので本案を提出したわけであります。よろしく御審議の上、承認下さるようお願いいたします。






〇建設部長（花城　直政君）

　議案第１３１号について、ご説明申し上げます。

この工事につきましては、１９６６年８月６日議会の議決を得て工事請負契約を締結し施工中でありますが、設計当初土質調査を実施し、その報告資料に基づいて基礎くい打ちの設計をしたのでありますが、現場が戦前の塩田で汐渡川に沿い坭土や砂が堆積して形成された地層の上に埋立工事によつて造成した土地でありますが沿海流の侵食もはなただしく支持基盤の深度に相等の異方性があつて、当初の設計は２，２９６ｍのパイルが入るようになつていましたが、実際に施工した結果２，６７８ｍのパイルを打ち込まなければならなくなり、３８２ｍの増となり２，４００ドル増額しなければならなくなりました。かかる場所においては、ボーリング調査は建物の柱の基礎箇所について調査し、実際にコンクリートパイルを打ち込み試験を実施して工費を見積るのが適切であると考えられますが、これは莫大な経費を要しますので、予算の都合もあつてできなかつたのであります。

　設計変更にともなう契約の変更であり、議会の議決を得て施工するのが順当でありますが、工事の性質上急を要するため、議会の議決を得るには時期的に相当の日数を要しますし、またその間、請負者の経済面に与える影響も考慮して、議会を招集する暇がなかつたので、市町村自治法第１１４条の規定によりやむなく専決処分しました。何とぞよろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。




〇議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１０時１１分　休憩）

	（午前１０時１２分　再開）







〇議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。休憩して午后１時再開致します。




〇議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１０時１３分　休憩）

	（午后　１時００分　再開）







〇議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。議案題１２６号　市有財産を取得することについて質疑に入ります。




〇仲本　安一君

　議案第１２６号のこの買収する土地の内訳けのほうでは、これは８筆になつておりますが、この８筆のうち関連する議案として土地売買契約を締結する議案が１２７号、１２８号議案が２件出ております。

　ところがそれを合計しましても５筆しかないわけです。その売買する土地の内訳のうち３筆、すなわち那覇市字真地山田原２３８番地の１、同じく２４０番地、それから上原２３７番地この３筆については契約を締結することについての議案には出てこないわけであります。

　しかしながら議案第１２９号の土地の無償貸付けをすることについてという議案ではすでに契約ということになつております。土地の表示のほうでは契約と仮契約に分けてあります。しかし本員の記憶するところではこの３筆については以前に契約を締結することについて本会議で承認した記憶はございませんけれども、なぜこの３筆については契約を締結することについての議案が出てこないか。ここを御説明願います。




〇総務部長（新里　博一君）

　お答えいたします。土地の取得にあたりましては、同一目的で、同一地域の土地を取得する場合には、これは一団地とみなしてすべて包含して議案を出すわけであります。契約の場合には、議会の議決、または住民の投票に付すべき財産、営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例、第５条に該当する分だけを議案として出すわけであります。したがつてあとの３筆につきましては、１，０００坪以上８，３３３ドル以下の土地でありますので議案として提出しなかつたわけであります。




〇議長（高良　一君）

　ほかに質疑ありませんか。

（「議長関連する議案は一括してやつたらどうですか…」という者あり）




〇黒潮　　隆君

　やはり関連する議案は一括して質疑、討論もまとめてやつたほうがいいと思います。同じ討論を４回もするということになりますので一括していただきたいと思います。




〇議長（高良　一君）

　それでは日程第３、４、５、６まで一括することにいたします。

日程第３、市有財産を取得することについて日程第４、土地売買契約を締結することについて日程第５、土地売買契約を締結することについて日程第６、土地の無償貸付けをすることについて一括して質疑に入ります。






〇儀間　真祥君

　お尋ねいたします。９月の定例議会においてもお尋ねしたんですが、もう一回確認しておきます。政府の財政運営上の財政法市町村財政法ですね。それにはちやんと市町村に財政的な負担を転嫁させるような施策をとつてはいけないというのがある。その点について説明を求めたときに当局のほうではこういう説明をしております。これは自主的に那覇市が買つて政府にやるのだから別にさしつかえないんだというふうなことを説明されておつた、その場合に５３年の時分から西銘市長の施政方針の中に日米琉政府の援助を拡大して那覇市の施策をやつていくんだということを説明されております。その場合に今日米琉政府の援助を拡大するどころかかえつて政府を援助するような施策をとつておる。そうなりますとこの施政方針と実際行つておることはまるつきり反対であります。その面について御説明を願いたいと思います。






〇総務部長（新里　博一君）

　高校新設にあたりましては前の定例議会のときにも御説明を申し上げましたとおり、どうしても那覇市の進学する児童そういつたものの便宜をはかるために那覇市に高校を新設をしなければならないという観点にたちまして積極的に市が政府に協力するということでございましてこれと日米琉政府との援助との関連にはどういう意味でお聞きになつておるかわかりませんけれども、それとこれとの関連はおよそ別のものだと考えております。




〇儀間　真祥君

　今、日米琉政府の問題とは関係ないというふうなことを部長は説明しておられますが、要するに那覇市の総体的な行政、これを行うためには、どうしても市長の施政方針からいいますと日米琉政府援助を仰がなければ那覇市の政治を行うには十分じやないと、だからして今の那覇市の復興でも、市長が説明しておりますとおり３０％しか終わつていないんだという結果になつておるわけでございます。そういう点からいいまして、どうしてもこの高校敷地、こういうことも特に現在では機能別返還というのができてそれでもつて日本政府からとつて教育問題に力を入れようと、今日の新聞にも出ておりました、そういう点からして、西銘市長は施政方針のたびごとに日米琉政府の援助を拡大していくんだというふうな方向をとつておられます。これは単なるうたい文句じやないと私は考えます。その場合にどうしてもこういうふうな高校敷地問題は当然政府がやるべき仕事なのであるが、施政方針にうたつた文句とはまるつきり反対に、かえつて那覇市が政府を補助するようなことをやつているということは施政方針とはこれとは全く裏はらであります。その点について見解を求めておるわけであります。






〇市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。施政方針の中にはたびたび那覇市の都市計画事業を進めていく上からいたしまして、また那覇市の財政状況からいたしまして、日米琉三政府の援助を拡大して、これをやつていく以外に根本的な方法はないということはたびたび申し上げておるとおりであります。御承知のとおり過去４年間の日米琉政府の財政援助計画の推移からみましても５年前とは比較にならないぐらいに大きく延びております。その点は施政方針どおりに私は事が運んでおるものだと御同慶にたえないところであります。

　ただ今度の高校敷地の問題につきましては、前の議会でもお話し申し上げたとおり地方財政法その他の関係法規の上で好ましいことではございません、また政府といたしましても政府の教育財政のゆるす限り市町村財政を圧迫しまた市町村に負担をかけてはならないというようなことは法の趣旨になつておりますことは十二分に承知しております。

　ところが教育の問題は何も琉球政府だけでやれということではございません、那覇市も協力するところは協力してやつていく、もちろん法規の上では琉球政府自体でこれはやるのが建前でございますけれども、琉球政府の財政は不如意でございます。現在琉球政府が日本政府に対しまして従来の５７億をさらに１００億を越えて援助してくれという要請についてはみなさん御承知のとおりであります。

　琉球政府といたしましてもやる仕事はたくさんあるわけであります、そういう琉球政府の予算総額の中で教育費の占める比率は３割以上越えている、こういうことを考えてみました場合に、これは法規の上では好ましいことではないかもしれませんけれども那覇市も琉球政府も一体となつて子弟の教育問題については努力しようじやないかということであり、土地購入についてもこれを全額那覇市が負担するわけではございません。那覇市はできるだけの負担をして今後の那覇市の子弟の進学率を幾らかでもよくしていこうというこういう観点から提案した次第でございます。




〇儀間　真祥君

　ただいまの市長の説明はいかにも人民党のわれわれは当然に反対しているかのようであるがそうではなく、こういう高校問題については将来沖繩県民を背負つて立つ青少年を育成することについてはこれに対しては大いにやるべきだと思う。しかしながら法で規定されておることがらを逸脱してやることには問題があると思います。

　今の市長の説明では前の説明と大分食い違つておる、というのはこの高校の敷地の問題は、市が全部を負担するということじやなくしてある程度の負担であるからそれはいいんだというふうな説明であります。

　しかしその場合に５３年の施政方針の中にはちゃんと政府と市町村自治体の負担する権限をはつきりさせていくということがうたわれている。しかし今はあの当時の施政方針が裏返えされてまあこれは市町村が負担してもいいじやないかというような説明であります。これも非常に裏はらな問題であります。

　もう１点、この場合に市町村財政法の中にこういう規定があります。「いやしくも政府の施策に反してはいけない」ということがあります。財政法の２条に、この場合に政府がですね、こういう行政を市町村に行つていく場合に当然この財政法、これに基づいてやつていくわけであります。そうなります、いやしくも政府の施策に反しないようにするということは財政法自体がちやんとこれにはつきり規定している、そうした場合に市長のいう、高校敷地を那覇市が購入して向うに貸し与えるんだということは、この趣旨からいいまして、政府の施策に反するわけであります。この点についてはどういうお考えでございますか。




〇市長（西銘　順治君）

　お答えします。市町村財政法の中の第２条にそういう規定があることは重々承知しております。しかし教育委員会によりますと教育委員会は市町村に対して協力を求めるという規定もあるわけであります。






〇黒潮　　隆君

　この高校敷地を購入して政府に無償貸付けをするという議案についてお尋ねしたいと思います。

　９月定例議会の中でも説明がございましたが約３，０００坪を購入すると、しかしこの議案の中では２，８５９坪となつておりますが、当時は約３，０００坪は那覇市で購入して政府に貸すと、さらにこの土地には売却しない地主がおるので３，０００坪は那覇市が借りて、それを琉球政府に貸すと、高校敷地が全部で約１万２，０００坪、したがつて半分は政府が購入するという説明でありましたが、今度の議案を見てみますと、那覇市が購入する部分について琉球政府に５か年管無償で貸すという議案がございます。

　しかし先の議会で予算化までされておりますが、この中でいわゆる３，０００坪を那覇市が借りる土地の賃貸料まで予算化されているわけですね、那覇市が借りる土地、那覇市が買う土地というふうに具体的に分けられておりますが、那覇市が賃貸借契約を結んで琉球政府に貸すという３，０００坪についての議案は出ていないがこれはどういうことになるのか。たとえば４月開校を間に合わして早くそういう事業に着手するために臨時議会を開いて今度の提案になつたというふうに考えるわけですがこの件についてはどうなつているか。これが第１点。

　さらに２番目に、この２，８５９坪について政府に無償貸付ける分と、さらに那覇市が借りて政府に又貸しする３，０００坪についても那覇市が整地作業をして整地して貸すという意味のもとこの施設費として家屋移転補償費とか、あるいは農作物の移転補償費、工事請負費というふうに予算化までされておりますが、この場合に、この那覇市が購入した土地は那覇市の市有地になりますがそれを無償で政府に貸付けてあとで那覇市がですね、そういう土地に工事費をそそぎこんでいつていいかどうか疑問をもつわけですが、これはきようの議会でこの議案が承認された場合自動的に仮契約などが結ばれて、地主と那覇市との間の契約は自動的に成立するということですが、政府と那覇市との賃貸借契約、これの内容がどういうふうになつているか、５カ年間貸しつけるということは、これはわかるわけですが、ところがその場合に問題になるのはですね、この土地を議会が認めた場合には無償で貸付けることができるという条項がございますが、しかしながら整地費まで負担するということになると、また積極的に協力する、土地を市町村のほうで貸すというのと、また違つてくるんじやないかというふうに見るわけですが、これが政府に貸付ける日にちはいつになるか。自動的にされてそれだけになるのか、これからお伺いしたいと思います。






○総務部長（新里　博一君）

　市が賃借した土地が議案に出ていないんだがこれはどうしたかとういう御質問でございますが市有財産の取得及び管理条例の１２条に無償貸付けの禁止ということがございますが、これには議会の同意を得たときには無償貸付けすることができるということがうたわれております、あくまでも市有財産の場合の規定でありまして、われわれが借りる場合は地主と契約をすることでたりるというような考え方でこの分については提案をしておりません。政府との契約につきましては、この議会が終わりまして、これが承認していただければその後に政府と契約をするということになります。




○黒潮　隆君

　那覇市が購入した土地については、この議会が承認したのちに政府と話し合つて契約するということでありますが、私がいまだに十分理解できないのは、那覇市が３，０００坪の土地を借りて政府に又貸しする場合には議会を通さなくてもいいのかどうかこれがそういうふうに那覇市が借りて那覇市から政府が借りるかつこうになつていくのか、あるいは政府が直接個人個人から借りて賃貸料だけを那覇市がもつようになるのかそこがまだはつきりしないです。




○総務部長（新里　博一君）

　那覇市が借りてですね、そして市が政府に使用させるということになるわけであります。この場合には議決は要りません。




○黒潮　隆君

　それでは先ほどの儀間議員の質問にも関連していきますが、ここで私は問題にしたいのが２点あるのでございます。まず１点は、市のほうで積極的に進んで協力する場合には、いわゆる財政法、あるいは自治法でうたつてある、政府のやるべき事業ですね、これを市町村に負担させてはならないというふうな条項に抵触してないということはずつと以前から説明しておりますが、実際に那覇市が進んで自発的に協力したかどうかという疑問についてただしてみたいと思います。まず８月２２日に那覇区教育委員会、那覇市の議会運営委員会、市当局が市長室の隣の会議室だつたと記憶しておりますが、そのときに区教育委員会としては那覇市当局、那覇市議会も協力してもらいたいとそして三者が一体となつて琉球政府に政府の責任において行うべきそういう事業については政府で土地も購入して、負担するようにというふうな折衝をするためにこの会合が開れたわけです。そこに本員も参加したわけでございますが、そのときに市長は文教局長にも何回か、政府にも負担するように話をしたがやはり政府の財政の都合でどうしても土地を全部購入して政府がやるということは困難だから那覇市が協力してもらいたいということだからやはりそういうふうに政府に折衝するのもいいけれども、那覇市ができるものは購入して協力していつて早く高校をつくろうじやないかというふうな発言があつたわけです。そこからみてもこれは琉球政府がですね、そういう敷地も購入してやれるような状態の中にありますが那覇市の多くの子弟がそこで教育を受けるので那覇市民の大きな利益になるので那覇市も協力すべきじやないといつたような形ではないわけです。さらに議会と文当局との話し合いも２回議員控室で話し合いしたときにも、政府はやはりそれだけの財政がないから市町村自治体のほうも、地元と協力してもらいたいという発言がなされている、これは去つた６月議会でも経済民生教育委員会の審議の中で豊見城高校の問題、あるいは浦添高校の問題を審議したときにも、これは市町村が負担すべきではないというふうにはつきり言い切つてやはり次年度からはそういう措置はやつてはいけないというふうに委員長報告もあるし、大山議員の賛成討論の中でもやむを得ず賛成はするが次年度からそういう措置はしてならないということを強調しております。これからみても今のように積極的に進んで市が協力する形にはならない、仕方なく協力するという形にしかならないと本員はみます。

　そして先ほどの儀間議員が市長に対してこれまでの施設方針について財政問題から端を発しての質問がありましたが、その内容からみても那覇市だけの力だけでは那覇市の都市計画はなかなか進まない、日米琉三政府の援助を獲得するために協力する、それともう１点は、いわゆる政府がやるべき仕事は政府にやつてもらうと、市町村がやるべき仕事は市町村がやるようにこれを明確にしていきたいというのを強調しております。そして法の整備、たとえば財政法でも予算のゆるす範囲内において援助するというのをやはり道路については何割り、たとえば公営住宅法に裏打ちがあるように法の整備も要請していくということを強調しているわけです。こういうふうに市長も認めておるように、なるほど法の趣旨は政府が行うべき事業については政府が負担すべきだと市町村に転嫁させてはいけないというのが法の精神であり、これは原則だと思います。だからそれは市長も認めておるし、市長は３年前の議会でも政府がやるべき事案については政府にやつてもらうというのを明確にしていきたいという施政方針を出しております。ところが今回の措置についてはそれを進める努力とは私は逆だと思つております。「やむを得ないから進んで協力する」ということは、たとえば４４号線の場合、あるいは一号線の場合あるいは政府道路でも政府が維持管理の責任をもつておるわけですが財政の都合でそういうことができない、ところがそういう道路を利用しておるのは多くは那覇市民だから、道に穴があいていたら那覇市民が困るだから那覇市がそれを修理せよということと同じになるわけです。那覇市には高校受験をする子供がたくさんいることはわかるわけです。本土の場合でも１３県は全部高校に入れるような段階にきているわけです。那覇市はあと三つつくらなければ間に合わない、全琉でも１６つくらなければ間に合わないということもわれわれは知つております。那覇市にはもつとやるべき重要な事業もたくさんあります。市町村自治体独自でやらなければならない仕事は山積していることは市長も強調しております。これからいつてやむを得ず協力するというふうなことをいつているが進んで協力したか、やむを得ず協力したか、ということを明らかにしてもらいたい。市長が今まで述べていることは正しいと思う。政府がやるべき仕事は政府が、市町村がやるべき仕事は市町村が、法的に明確にしていく。財政法でも財政の裏うちがあるように改正していくということはいいわけです。ところがそういうふうにやむを得ず協力していくということは市長の施政方針にもとるんじやないかという点、この２点について市長の明解な答弁を求めたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。

先ほどから申し上げておるとおりこれは市町村財政法の趣旨からいたしましても全額琉球政府の負担において行うべき事案であるということはありません。しかしながら子弟の教育につきましては琉球政府が財政の不如意によつて政府財政でもつてこれを十二分にまかなうことができなければ市町村は協力できる面があれば積極的にこれを行うのが建前じやないかと考えております。もちろん那覇市自体としてやらなければならない仕事はたくさんあります。しかしながら、現在の那覇市の状況からしましてはほとんどできない。これが日本政府、アメリカ政府、琉球政府の多額の援助をもつて施行されていることは十分御承知のことと思うのであります。たとえば１号線のタイムス前に架けられました横断陸橋にいたしましても１７，０００ドルの工費のうち琉球政府の援助が１３，０００ドル市の負担が３，０００ドル余りということになつておりまして何にしろ都計事業一つ一つとつてみましても市の財政の力ではどうにもならないということは十分承知のことだと思います。私の申し上げたことはもちろん今後の事業遂行にあたりましてそれぞれの関係法規の中で政府の負担する部分、市町村の負担する部分について明確にすればもつともつと那覇市の都市計画の事業は合理的にしかも早く達成できると考えまして、そういう面で琉球政府に対しましてもたびたび要請しております。これはまことにやむを得ない措置でございましていつかの議会でも申し上げましたとおり政府道路の維持管理については道路法によつて政府の責任であるということは明確に規定されております。だからといつてほつておくわけにはいかない。利用するのは市民であります。迷惑をこうむるのは市民でありますから那覇市の財政のゆるす範囲内において修理することは万やむを得ないのであります。原則はあくまでも原則でございますが時たま例外はございますのでそういう意味から申し上げております。




○黒潮　隆君

　ただいまの答弁の中で疑問点が一つございます。やむを得ず協力してゆくということがはつきりしましたが、しかしその中でそういう学校を設置する場合に地元の協力がないと政府の財政状況からこれができなくなる、という場合に教育の機会均等というのが今のような考え方でゆくとぶち壊わしになるんじやないか。たとえば、那覇市の場合はそれだけ他の市町村に比較して財政的に苦しいといつても他の市町村よりはいいわけです。ですからあるいは４０，０００ドルの金を工面して高校敷地に投入することができるわけでございます。ところが他の市町村の場合にはそれができないようなことが出てくると思います。そういうような場合、同じような考え方でゆく場合にはその地元では高校が作れないということになり、いわゆる教育の機会均等をぶちこわすことにならないかどうか。那覇市にはあと三つ作らなければならない。協力してゆけば５カ年計画の中で早くできます。これともう1点でございますが５カ年計画をする場合にこの契約の内容ですが、たとえば琉球政府が年次的に買い上げるという場合にこの坪数が、２８５９坪が毎年違つてきます。そういう場合に契約の内容になつてきますが５カ年間全部無償で貸し付ける場合に那覇市の土地を買い上げるのがあと廻わしにならないかどうか。たとえ豊見城高校あるいは浦添高校、中部高校というふうに年次的に琉球政府が買い上げております。今度新らしく三つの高校が新設される場合にもそれがそういう制度がとられるかどうかわかりませんが、それが取られる場合にも５カ年間無償で貸し付ければ那覇市は財政的に他の市町村よりは力があるということであとまわしになるようなことがないかどうか。その契約の中でそれが未然に防止されるような内容になつているかどうか。その２点をお尋ねいたします。




○総務部長（新里　博一君）

　教育の機会均等の問題が出ましたけれどもこれは政府の関係ではございますがこの前の全体協議会の中で笠井部長は今まで新設高校に対して市町村は協力していただいている。今後も協力していただけるもんだと考えている。それ以外には考えていないということをいつておりますが恐らく教育の機会均等をみだすようなことはないと思います。それから契約の件でございますが５カ年契約をしておりますのは条例の最高をとつただけであります。それ以内においても政府は年次的に買うときはその都度面積を変更するということになります。




○黒潮　隆君

　最後に１点だけ念を押したいと思います。那覇市が真和志高校を設立する場合に土地を購入しあるいは賃貸借して琉球政府にただで借すというのは那覇市の多くの子弟がその高校を利用するからというふうな考え方に立つているかどうか。たとえば南風原村、あるいはその他那覇市周辺の市町村にそういう高校を作る場合に今のような考え方で那覇市は協力してゆくかどうか、それを確めたいと思います。真和志にできる高校は那覇市民の子弟が多くそこに入るのでそういうふうに協力をするのか、あるいは那覇市に立たないで隣接市町村に立つ場合にこのような協力をするかどうか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。御案内のとおり那覇市の人口は毎年１万人近く増えております。それと平行いたしまして児童の進学率が非常に多くなつてることはご承知のことと思います。したがいまして真和志高校の敷地購入の問題につきましては那覇市民の子弟ができるだけ多く進学するようにという趣旨でこの契約がなされるわけでありまして、周辺の浦添高校あるいは豊見城高校にいたしましてもほとんど７０パーセントが那覇市民の子弟でございます。しかしながら、ほかの市町村に高校が誘致される場合にはそれに対して那覇市が援助するかどうかということにつきましてはこれは教育区の問題からいたしましてもできないと考えております。






○又吉　久正君

　議案第１２６号の取得についての評価を見た場合、これは畑１０ドル、原野が８ドルという単価で購入されておりますが、これは私にいわせますというと果して個人で購入した場合それだけでは全然買えないんじやないか。これはどうしても関係当局の職員やあるいは地元の方々が高校誘致で非常に協力したとこういうふうに考えます。単価においては安くはあつても高くはなく購入においては関係当局が努力したたまものであるとこういうふうに考えられるわけでございます。それから議案第１２９号についていささか疑問点がありますので御質問したいんですが市が借地した場合、借地料は坪当りいくらになるか。






○総務部長（新里　博一君）

　坪当り６セントで借りております。




○又吉　久正君

　坪当り６セントといいますと宅地であれば６セントでも違法じやないかと思います。今のところ畑となつて原野でありますがあの辺は借賃安定法できめられている借地料はいくらになつてるか。それから借賃安定法で何等級でいくらの使用料になつてるか。




○総務部長（新里　博一君）

　現在、向こうは田と畑と原野になつております。借賃安定法の原野と畑になりますと原野で１等級これは月１セント７、畑で３等級で月３セント５となつております。ところが私達は坪当り６セントで借りるわけでございます。借賃安定法の１２条によりますと公用地の最高借賃というのがございまして、この公用地の最高借賃は公用地の所在する市町村の１等の宅地の最高借賃と同額とするというふうになつております。１等の借賃の最高借賃というふうになつておりますが、われわれが借りておりますのは向こうの畑と原野を宅地にした場合２８等級になりまして月６．１セントというふうになつておりますのでその基準で６セントというふうな借賃を割り出したわけでございます。




〇又吉　久正君

　ただいまの部長の説明では公共事業ですかそういうふうにした場合には条文がある。それを適用したならば現在の借賃安定法では１、３セントになつておりますが公共用地に使用する目的である場合は１等地とみなして６、１セントになるということでございますが６セントで坪当たり契約するということでありますれば借賃安定法にいささか触れる恐れはないか。




〇総務部長（新垣　博一君）

　ありません。




〇又吉　久正君

　そうであればけつこうでございます。次に、敷地を市が買い上げた場合、政府が５カ年以内に肩がわりして支払うということになつておりますができ得れば５カ年と切らずに５カ年以内、政府の予算のゆるす範囲で毎年でも政府に払わすような方法、肩がわりするような方法をとるのが妥当じやないか。

黒潮議員からも財政法上からかんばしくないということがありましたが事実これは財政法からいつてかんばしくないけれども、万やむを得ない措置でやつてゆくわけでございますが、できれば短期間で政府が肩がわりしてゆかなければいかんじやないかというふうに考えます。５カ年以内というふうにやつておいたほうがよかつたんじやないかと思いますがそれについてお答え願います。




〇総務部長（新里　博一君）

　貸付け期間を５カ年といたしましたのは市有財産の取得管理および処分条例の第１４条を適用して５カ年としたわけでございましてただいま又吉議員がおつしやつたように政府に対しましては絶えず折衝いたしまして早目に政府に肩がわりしてもらうよう努力してゆきたいと思つております。




〇又吉　久正君

　そうしますと政府との契約は５カ年でやるお考えですか。それとも５カ年以内というふうになさるわけでございますか。今の部長の答弁ではできるだけ早く肩がわりして政府に払わせるということでございますが政府とはどういうふうな契約を締結したのか。




〇総務部長（新里　博一君）

　われわれが普通こういつた契約をする場合には何年以内貸すんだという契約はやつておりませんので貸す場合は何年々々という貸し方をいたしまして、その間において政府と折衝してこれができるだけ早目に政府に肩がわりができるように努力したいと考えております。




〇又吉　久正君

　説明では一応土地を買い上げた場合は５カ年以内に完全に琉球政府が買い取るということになつておりますがもしも５カ年過ぎても政府が予算がないとどうにもならない、だから引き続いてあと５カ年延長してやつてくれというような恐れはないか。そういうことで契約するときは十分注意してもらいたいと思いますが。






〇市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。５カ年の期限を限つて無償貸与するわけでございますが、これはできれば５カ年といわずに２カ年か３カ年になつても政府が買い上げてくれれば幸いなことだと考えております。また政府といたしましても２年、３年と年数が長ければ長い程地価の単価も上つてゆくでしようし、それだけ政府の財政負担も大きくなりはしないかと考えております。今の政府の財政事情からいたしてもこれを５カ年以内に政府立高校敷地を全部買い上げるということは諸般の情勢から難しいことでありまして、５カ年たつてもさらに政府が買い上げることができないということであればさらに５カ年間延長しなければならないということでございます。




〇又吉　久正君

　部長は買い上げについて答弁しておりますが本員が申し上げておるのは借賃でございます。地主は売るよりはなるべく貸して借賃をとつたほうが永久的に安全だという考え方に立つて永久的に貸すんだという考え方をもつているかもしれません。だから売るといつても売らないかもしれません。そこで、借賃料の問題でございますが５カ年の期限が切れても引き続きあと５カ年というふうなことになると困りますので政府との契約の場合はそういうふうな旨でやつていただかなくちや困ると思います。




〇総務部長（新里　博一君）

　那覇市が土地を買つて政府に貸す分は５カ年になりますが、那覇市が借りて琉球政府に使用させる場合には今年度一ぱいということでございます。と申しますのはわれわれが個人から土地を借りますのは予算が今年度分しか入つておりません。来年度にまたがるわけにはいきませんので本年度一ぱい政府と契約するわけでございます。

（「進行」というものあり）






〇久高　友敏君

　１点お尋ねいたします。４議案が本日議会を通過しますと貸してよろしいということになるわけでございます。こうなりますとその後において当初予算で議決になりました工事費のうちの整地でありますが、これはどこがやるのか。この土地を買つて無償貸付けという意思決定がなされた場合この工事はどこがやるのか。これをお聞かせ願います。






〇総務部長（新里　博一君）

　この予算は市の予算に入つておりますので当然工事施行者は市になつております。現在、設計がすんでおりまして近いうちに入札にかける段取りになつております。




〇久高　友敏君

　今の御説明によりますと市が工事施行者になる。この議案の無償貸付けの契約内容はまだみておりませんが当局において政府に貸付けるという契約はすでになされていると思います。これは議会の議決を得なくても執行者のほうでできると思いますがそうなりますとこの契約は整地工事の施行後においてなされるのか。整地作業完了後に完全に学校が使用できるようになつてからその契約がなされるのか。整地はされなくても契約をし、そして整地工事の施行は市の名においてやるのか。この点をもう１回御説明願います。




〇総務部長（新里　博一君）

　整地が終わりましたら琉球政府とすぐ契約いたします。




〇久高　友敏君

　この工事の施行については恐らく議決がすめば４月の開校に間に合わせて早急に着工するというふうに本員は考えますが、いつごろこれを施行される予定ですか。




〇総務部長（新里　博一君）

　この整地につきましては学校用地でありますので一応文数局の意向も取り入れまして文教局からすでにそういつた見積りもきております。現在、土木部のほうでチエツクをしておりまして近いうち、ごく最近入札にかけると思います。




〇久高友敏君

　本員が聞いているのは、部長の説明ですと整地工事の施行は那覇市がやつて政府に無償で貸し付けるということですが施行については琉球政府と話し合つてやるのか。それとも那覇市独自でやるのか。




〇総務部長（新里　博一君）

　学校敷地でありますので私たちだけで度量調査はできないわけでございます。文教局がどういうふうに学校を作ろうというのかそれも取り入れなければいけませんので文教局と相談の上那覇市が施行するというふうになります。




〇久高　友敏君

　つまり那覇市が４月開校を間に合わせてこの整地を進めてゆく上において少くとも年内に手をつけるんじやないかというふうに考えます。したがいまして年内にこれを施行した場合に、　　　もちろん農家の農作物の補償ということが対象になるかと思いますが年内に製糖期になつて熟したキビが相当とれると思いますがそういつたものを勘案してこの予算を計上したのか。




〇総務部長（新里　博一君）

　現在畑にあります農作物については全部補償は終つております。きよう御覧になつたとおりキビがはえておりますが整地する場合にはわれわれでとつていいということになつております。

（「進行」というものあり）




〇議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






〇儀間　真祥君

　ただいま議題になつております第１２６号から第１２９号までの議案について反対をいたします。この問題は一応政府立の高校を作るのに当然政府が支出すべき財源をこれを那覇市が肩がわりしてゆくというふうなことになつておりまする面につきましては財政法に政府は市町村に負担をかけるようなことを行つてはならないとうたわれております。それは政府の施策にも反するわけでございます。また、市長は６３年ごろの施政方針の中で政府と市町村の負担すべき事業の区分をはつきりするんだというふうにのべております。しかるにはつきりさせるべきものをかえつて混同し政府がやるべきものを市がやつている。その後の施政方針の中でも日米琉政府の援助を獲得していつて那覇市の行政を行つてゆくということをたびたびのべております。しかし、これは単なるうたい文句にすぎずかえつて琉球政府を援助するようなことを平然と行つております。これ自体はもちろん施政方針とは裏腹であるし財政法を無視しているというふうに考えます。財政法の第２条にも市町村は、その政府の健全な運営につとめ、いやしくも政府の政策に反してはならないというふうにはつきりうたわれております。いやしくも政府が行政を行つてゆく場合には財政法に基いてやつてゆくわけであります。それを那覇市長がその法律に、施策に反して行政を行うということははつきりした市町村財政法の違反であります。この場合、市長はこれは好ましいことではないけれども那覇市の子弟が高校を受験するにあたり高校が足りず、政府が財政的に困つているので那覇市が肩がわりしてゆくべきだと説明しております。前は好ましいことではないといつてますがきようはいつてません。結局、われわれが、那覇市が負担するということになりますがこれ自体財政法違反であります。政府が財政的に窮屈なら那覇市が負担してもいいじやないかということになりますと政府はあと三つ高校を作るということだし、そういう見解からいいますとあと三つの高校を作るにあたりこういう財政法に違反するようなことを平然とやつていくというような道を切り開くことになると本員は考えます。もちろん私たちは高校を作るなということではない。将来に日本を背負つて立つ沖繩の子供たちを教育するためには高校の全日制をたたかいとつてゆくべきだと思います。また、その方向で戦いを進めております。そういうことで私たちは決して高校を作るなということではないということをはつきりさせておきます。特に、現在、本土政府は機能別分離返還ということを打ち出して教育問題については本土政府がやつていくんだという姿勢を示しておりますがそういうことからみましても当然本土政府に要求して市民の負担においてじやなく国庫負担によつて解決してゆく。そうすることによつて子弟の教育ができるんじやないかというふうに考えます。そういう意味におきましてこの市町村財政法に違反するようなこと、これを絶対にやつていけないというふうな意味で反対をいたします。






〇喜舎場　盛一君

　１２６号議案から１２９号議案までの４件に対しまして賛成の討論をいたしたいと思います。９月定例議会、あるいはそれ以前から那覇教育委員会の報告なり、あるいは那覇市内での高校に入学する生徒の数いわゆる中学校を卒業してくる生徒の数、それに入学できるその範囲というような面からいたしまして、教育委員会の報告によりますと、やはり来年４月にも２，０００名前後の高校に入学を希望しながら高校の施設がないというようなことで入学ができない生徒が出てくるわけであります。そういつた面からいたしましてもぜひとも来年４月開校を目標に那覇市に新設高校をつくらなければいかないということは全議員の希望するところだと私は思うのであります。今先反対討論の中で財政法を浸かしてまで高校新設をやつていくという市長の態度に対しまして反対の討論がございましたけれども、われわれは、あくまでも正しくはないけれども、しかしながら子弟のためにぜひとも４月開校を目標にやらなければいかないんだと、そして今、財政法にはつきりと抵触するというようなことでもない、やはり見解の相違でございましてその程度の努力、あるいはわれわれが市民の税金を子弟のために使うことは大いにやつてよろしいとこう私は解釈するものでございます。よつて９月定例議会でもこの財政法問題で那覇市議会は今後このようなことのないようにという決議もいたしましたし政府もそれをくみとつてもらいまして、地方財政の建てなおしをやつていくんだと私はこういうふうに信じましてこの４つの議案に賛成するものでございます。






〇仲本　安一君

　ただいまの日程になつております議案第１２６号、１２７号、１２８号および１２９号に対しまして討論を行ないます。その前に本員の態度を明確にしておきたいのは、確かに高校を那覇市に新設するということはまことにけつこうでありどうしても推進しなくちあならない問題だと考えております。従つて１２９号と残り３議案は関連いたしておりますけれども、必ずしも土地の無償貸付をすることについての問題が前の３議案に関連して、すなわち以下同文という形でかたずけることにはまいらない、従つて本員は１２６号、１２７号および１２８号の、すなわち市有財産を取得することについて、そしてその売買契約を締結することについての議案については賛成でございます。

　しかしながらそういつたようにして市有財産を取得し、売買契約の締結をすることはかまわないのであります。しかし、あくまでも学校を建てることも必要であるけれども、結論から先に申し上げますならば貧困財政の市町村ができないものを政府がやつてくれるというなら筋は通るし、常識的に考えても妥当だと思いますが、しかしながら政府に予算がないからといつて、さらにそれよりも貧困な市町村にそのしわ寄せをするということ自体は常識で考えても納得いかないわけであります。これはたとえば法的には違法じやないにしても少なくとも市町村財政法の２条の２項、すなわち政府の責任を市町村に転嫁させてはならないという項、さらに同じく同法の１２条の２項４号、いわゆる教育関係であります。これは市町村に負担させてはならない、さらに貸付けにいたしましても市町村自治法２２条、この場合には、やはり市町村の財産及び営造物を貸す場合には使用料を取らなくちあならない、ただし書きのほうで議会の同意があればその限りでないということがうたわれておりますけれども、あくまでもそのただし書きというのは例外であります。例外というのは何かの突然異変の場合とか、あるいは天災地変こういつたのが予想されるのであつて、今回の場合は必ずしもその例外には本員は該当しない、むしろ、正常な状態であると思います。予算があり余るということはこれから１０年たちましても３０年たちましてもけつしてあり得ないと思います。仕事がふえる、予算は幾らあつてもたりない、こういうふうに考えるわけです。従つて本員はあくまでも市有財産を取得し、土地を売買契約をしましても、政府に対しましては有償で貸付けるべきである、そこら辺のけじめははつきりつけておくべきだとこういうふうに考えます。西銘市長は悪意でやつているとは思いません。善意で何とか那覇市民の子弟の教育のためにというその気持はわかります。従来のいわゆる、いうところの親バカ心理でいいますと、何とかしなければならないという父兄のその気持、いわゆる情におぼれてそれに迎合するようなことがいやしくも市町村自治体の機関の長としてあるならば、浪花節的にはまことにけつこうであります。まことに賞讃に価いします。しかしながら本来の法律に基づき筋を通すというような点からするならば少なくとも考えるべき問題ではなかろうかというふうに本員は思います。そのような意味におきまして本員はあくまでもこういつた前例をなくし、少なくとも那覇市から率先して、こういつたような、市町村に転嫁させるような前例を排除していかなければならないと思うし、また那覇市は人口の割りからいたしましても、誘致しなくても当然政府の責任としてやらなくちあならない条件下にあると思います。離島の山村が行政上不便を来たしておるから離島のほうに高校を設置してくれ、あるいは遠くは国頭、島尻のほうに高校を設置してくれとこういうふうに誘致をするのと中心地である那覇市に高校を新設するのとは意味がおのずと違つてくると思います。

　従つて那覇市の場合は、どうしてもだれが何と申しましようとも当然に那覇につくらなければならない性質のものだと本員は考えております。

　従つて教育の問題でありまするし、われわれもできるならば全面的に賛成をしてまいりたいのでございますけれども、このような観点に立ちまして、議案第１２９号の土地の無償貸付けすることについての議案については残念ながら賛成できかねます。この点についてははつきり反対をいたすということを表明いたしまして討論にかえます。

（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　これをもつて討論を終結します。

議案第１２６号　市有財産を取得することについて議決に入ります。

本案については可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第１２７号　土地売買契約を締結することについて採決に入ります。本案については同意することに御賛成の方の御起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については同意と決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第１２８号　土地売買契約を締結することについて採決に入ります。本案については同意することに御賛成の方の御起立を求めます。




○議長（高良　一君）

賛成多数であります。よつて本案については同意と決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第１２９号　土地の無償貸付けをすることについて採決に入ります。本案については同意することに御賛成の方の御起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については同意することに決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第７、議案第１３０号ごみ処理場設置契約を締結することについて質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　これは本会議で伺うべき筋合いのものではありませんが建設委員会に付託せずに直接やるようになつておりますのでこの場でやります。

この契約の第１２条「前条の規定により支払われた請負代金は、本請負工事に直接必要な経費以外に充当してはならない。」とあり市の契約の条項に全部、こういう条項が入つておるのかどうか、この経費の使用のあり方についてどのように監督をやるのか。こういう条項を入れなければならない事由はどこにあるのか。この点についてちよつと説明を願いたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。この条文はまあ工事請負契約、どんな契約にも入つておるわけでございます。やはりこの事業を完全に遂行するためにはこの事業の請負代金を払えと、ほかのものに利用してしまつたらこの事業が不施行になる、だからこれはほかの事業に使つちやならないというようなことでございます。ここで第1回の支払いをいたしますと、この代金は、今までやつた事業に対しての人夫賃なら人夫賃その他資材の代金に払らわなければならない、ほかのものに払つたんじやこの事業ができないということになります。




○金城　吾郎君

　なるほどその工事をうまく進行させるためにこの金はこの工事のみに使うということはわかりますけれども、実際問題としてこういう条項を入れておつて市がこれを監督できますか。今までの契約の中にこういう条項はなかつたと記憶しておりますが、いつも入つておりますか。




○建設部長（花城　直政君）

　ほとんど入つております。




○金城　吾郎君

　第６条のただし書きに「主任技術者は1級建築士またはこれと同等以上の資格を有する者」とありますが１級建築士、２級建築士以外にも何か資格があるんですか。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。第１点の質問にお答えします。実際にそういつた条項を入れましても実際に実際面に経理面にタツチして取り締りはできないわけです。やはり完全に仕事をさせるためには、そういうようにやつていかなければならないと思います。ないからそういうのは入れなくてもいいということにはならないと思います。なるだけこの事業が円滑にいくようにするためにやはりこの条項を入れるべきだと考えております。

　第２点の一級建築士、二級建築士以外に建築士があるかということでございますがありません。ただ一級建築士と同等のものというふうなことはもちろん一級建築士というのは国家試験を通らなければ資格は与えられないけれども、試験が通らないけれども実務においてそれ以上、またはそれと同等の人があるわけであります。そういうことをいつておるわけでありましてまたそれだけの実力をもつた者を監督にあてるんだということであります。以上御了承願いたいと思います。






〇金城　庄瑞君

　今のごみ処理場の契約の場合は、当初から随意契約になつておりますが将来、建物の場合、普通一般競争入札に付して、それが落札しなかつた場合に随意契約になつておりますがこの場合には建物も全部一括に含めての随意契約になつておりますがこの建物も含めなければできなかつた理由ですね、なぜ一緒に含めなければならなかつたのか、その理由を御説明を願いたいと思います。






〇建設部長（花城　直政君）

　お答えします。私たちはこの工事を一つのプラントというふうに考えております。

　この処理場の施設としましては、まだほかに監督事務所だとか、それから計量、チリが出てきますと、自動車に入れたまま重さを計る、そういつたところの工事、また倉庫がございますが、こういつたのは切り離してこのプラントとみなされる、これが高速堆肥化装置これに関連する投入物の建物と、それから撰別物の建物、それはどうしても一緒にやらなければいろいろと不都合をきたすということでこの三つは一つのプラントというふうに考えるわけであります。それでこの三つは一緒にしてほかの事務所とか倉庫はほかに切り離してやるつもりであります。






〇大浜　長弘君

　今コンポストの件についていろいろ式があると思います。ダノ式を那覇市が採用したというふうなことについてお伺いいたします。このコンポストの機会は何社ぐらい扱つて、どういう点でダノ式がいいのか、金額の面ではどのようになつているのか、まず第１点お伺いしたいと思います。






〇経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。コンポスト施設の機種決定は経済民生部の主管になりましたので私のほうから御説明を申し上げます。第１点のメーカーの件でありますがコンポストをつくつておりますメーカーは東洋コンポストのダノ式、プラット式の甲陽建設、それからＮＥＣ式の三菱重工、荏原式の荏原ＫＫこの４つになつております。

　なぜその中からダノを選んだかという御質問でありますが、このゴミを焼かずにコンポスト施設によつて終末処理をしようと、要するに堆肥化をして終末処理をしようという場合に、もつとも重要な点は次の点にあるんじやないかというふうに考えるわけです。まず第一はゴミの中の有機物質をいかに早く、しかも高度に醗酵分解させるかということが一番のポイントです。

　その次はそのためには分解作用をするこの好気性の微生物の分解作用に必要な空気と温度、こういつたもつとも好適な環境をいかに適切に与えるか、これはすなわち製品の品質に影響してくるわけですが、それから３番目にいえることは、この微生物の醗酵作用の以外のもの、すなわち醗酵作用の対象にならない無機物、金属とか石類、ガラス類こういつたものをいかにして合理的に、しかも作業能率を落さずに早くそれを分類していくか、だいたい以上の三つを十分にそなえるということがいわゆる堆肥化による施設、このコンポスト施設によるゴミの処理の機種を決定する場合の要点になるんじやないかというふうに考えるわけであります。

　そういつた点にたつて、先ほど申し上げました４つのメーカーの情況について調べましたところ、もつとも重要なポイントでありますところの醗酵槽の中でこの好気性の微生物が非常に快適に醗酵作用を起こすというような装置はダノにあつたということが結論になるわけです。なぜそれがダノ式にあつたかと申しますと、ダノ式の場合には３０年来の歴史をもつておりましてほかのメーカーの場合には６、７年なり１０年の歴史であります、ダノ式はデンマークのブランド特許をとりよせてつくつておる機械であります。でこの特許を５つか６つもつておりますがその特許をとつた部所の目的は何かと申しますと、みんな先ほど申し上げました微生物醗酵のための快適な環境を与えるための特許であるということであります。

　一例を申し上げますならば醗酵槽のドラム、横にまたがつておる３０メーター近くのドラムがありますがそのドラムの中でじん芥が相当日にちをかけて醗酵するわけでありますが、このドラムに仕掛けられた特許そのものが他のメーカーではまねのできないものである、それだけ申し上げますならば要するに冷たい空気をさし込む空冷却塔がありまして、それから出た空気がドラムの表面をはつてドラムのほうで一定の間隔をおいてそこに空気が入り込むように弁が全面的にあるわけです。そしてその空気がゴミが進行していく方向に直角にもふき込む、これが特許でありましてほかのメーカーではどうしてもそれがまねできない、従つてほかのメーカーではどういうことをやつているかといいますと、その入口のほうから、まず空気をぬく、抜けば入るじやないかという考え方で入口の空気をぬけば入る、そこに入口を置いておけば空気は自然に入るこれはためしでありますが空気は入るけれども、その空気はその中に横たわつているゴミの表面をなめるだけであつて内部にはいかない、従つてその醗酵は空気の少ない嫌気性醗酵をするということは、温度が下つて醗酵するが非常に未熟である、従つてできた製品は非常に悪いと、製品のよしあしは普通堆肥のその中に含まれるチツ素と、炭素の比率、いわゆるこれを炭素率と申しますがそれが製品としてよろしいということは、空気、温度をよく与えて完全に醗酵した場合その炭素率がだいたい１５から１８ぐらいになりますがこの好気性醗酵がなされないでいわゆる、嫌気性醗酵で出てきた場合はその炭素率が３０から４０になる、そうすると、その出てきた製品はさらに炭素率１５程度に落すために二週間ないし２０日間の養生をしなければならないと、そういうことで非常に製品のさばき方も悪いし、またほかのメーカーでそういつたゴミの中に内部に空気を入れるが、このダノ式の場合には最初に電磁分離機がありましてすなわちゴミが投入口から上ると電磁機分機離機にゆき、そこで缶類（カンカラー）を全部分離してしまう。そして中に入れて各面から空気をそそぎ込んで好気性醗酵でもつていきますが、ほかのメーカーではこのプラントがまねできないものだから結局カンカラー（缶類）をそのまま入れてそういつたものもゴミの中に入れてその部分に空気をとつて分解させる、そしてあとでこういつた金属類、石類をとるというようなことでその操作プラントまでありまして、全然製品において差があるというわけであります。そういつたことからしまして、結局このダノ式の場合には非常に醗酵そのものが迅速で発酵槽の中で、３日程度で炭素率だいたい２０ぐらいで出てくると、それを一週間養生すれば炭素率１５ないし１６に落ちてくるということであります。

　ほかの場合は発酵槽の中で一週間ないし１０日しなければいかない、しかも出てきたものの炭素率が高いですから養生に対しては２０日間もかかる従つて広い養生場を必要とする、それと、出てきた製品が未醗酵、不完全醗酵ですから臭気が非常にたつと、こういつた優劣がはつきりしたものがありまして、これを選んだわけでありますが、日本におきましても２７個所のコンポストがあるわけですが、その中で１９個所はダノが施設されておるわけです。それでプラツト式のものが三浦、１個所ＮＥＣのものが下関に１個所、荏原式のものが鹿沼、尼崎、別府、鹿児島、北条、紀南６個所、こういうふうに日本の２７個所のうちほとんど８割までがダノを使つている。それからあるデータの中に書いてあるものでございますが世界の約１３０個所にあるそうでございますが、そのうち８０％はダノを使つておるということは、これがいかに古い歴史をもち優秀な製品であるかということをものがたつているんじやないかと思います。

なお、御参考までに申し上げますと１９６０年３月にフランス都市技術者協会から出版された生物学的方法によるごみ処理方式という報告書がありますがその中でも結局生物学的処理によつてごみ処理をする場合に機械の施設を選ぶ場合のポイントは先ほど申し上げましたとおり３点にあるというようなことが書いてあります。なおこの中にダノ式をこの連中が調査したものがありますが「われわれはフランスのプンタリエのプラントを見学したが１９５８年５月以来満足に稼働している。売却される生産品は品質良好であり、まつたく不活性のごみはプラントの近郊地に多く利用されている」というふうにこれの専門家の報告書にもあります。先ほど申し上げましたとおり明らかにダノ式方式はよろしいということを決定いたしまして機種を選んだわけでございます。建設費の問題でありますが細かい点は建設部のほうでくわしくやつております。昭和３７年から３８年の２カ年にまたがつて宝塚市のほうで作つたのが同じく５０トンプラントで２１万ドル。それから同じ年度で和歌山の２１万５，０００ドル。それから３８年、３９年度で豊橋市に作つたのが２１万５，０００ドル。３９年、４０年の新潟のものが２２万ドル。４０年、４１年にかけて２カ年計画で作る倉敷の５０トンプラントが２３万３，３００ドルということになります。われわれが３５万ドルということになつておりますが、これは結局日本の現地で裸で渡す。ここで２３万３，０００ドルかかりこれに結局、船運送をするための梱枹、運送費、海上保険、那覇から現地までの島内輸送、そのほかに倉敷保険料、フローテイング料、那覇の港でおろす人夫賃、機材代、それからこちらに据付期間中技術屋がきますのでその技術屋の賃金、こういつたもの加えますと大体３５万ドルぐらいになるという概算を立てております。






〇又吉　久正君

　３５万ドルの随意契約によつて締結されていこうとするものでありますが、部長説明ではこの式のほうが一番上等だというふうでありその点は納得いたしておりますが、東洋コンポスト株式会社と第一産業株式会社とのつながりはどうなつているか。取引きは前々からしていたのか。それともコンポストを購入することによつて最近から取引きをしているのか。その東洋コンポスト株式会社と第一産業株式会社のいきさつについてお伺いしたいと思います。






〇経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。われわれは一応機種を決定しましてその機種はどこで扱つているのか。しかもその扱つているメーカーをつなぐ代理店は那覇には誰がいるという系統で探してきたわけでございますが東洋コンポストとずつと以前から提携しておりますのは東京のゼネラル商事であります、そのゼネラル商事の沖繩における代理店は第一産業であるということであります。




〇又吉　久正君

　これには東洋コンポスト株式会社の取締役社長が保証人というふうになつておりますがこの契約を締結するに当つてはつきりと東京の会社の社長の了解をもとめられているかどうか。




〇経済民生部長（慶応次　盛宏君）

　お答えします。この保証人に立つ場合には名倉社長がじきじきに御来島されまして、この契約書の保証印を押したその印鑑証明交付証書、昭和４１年１１月７日東京法務局芝出張所の野本治作　登記官の証明による印刷証明がついております。さらに社長じきじきの念書がついております。１９６６年１１月７日付那覇市長西銘順治殿かつこ甲と那覇市松山町２丁目１２２番地の１、第一産業株式会社取締役社長又吉康栄かつと乙との間に締結された那覇市ごみ処理場施設設置契約に基づく乙の契約義務の履行に関する一切の保証の責を負うものとする。社長印を押しております。




〇又吉　久正君

　部長の説明ですとじん芥処理と同時に肥料もとれるということで一石二鳥と考えられますがここで毎日５０トンの処理能力があり肥料がとれるにしてもそれを沖繩で適当に売れるかどうか、肥料の処分はどうするのか、またおよそ年間どのくらい予想しているか。




〇経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。５０トンのじん芥から出るコンポストの量は大体１７トンであります。５０トンのうち１８トンは金属類、鉱石類、ガラス、大きな木箱、こういつたもので１８トンはなくなります。それを引いた３２トンが縮まつて１７トンのコンポストになり、ガスになつて飛び水分になつて飛ぶ、みんな分解して。したがつて１７トンを年間生産しますと大体４３０町歩の畑にほどこす肥料がある。ただし、これは反あたり４００貫の使用量として計算してあり４３０町歩に与えたる年間の使用量が出ます。那覇市の畑は６００町歩ありますので、これに対してどういうふうに普及するかということでございますがそれにつきましては地区農協あるいは農連、あるいは肥料会社ともそれなりに内々に話を進めておりましてもう少こし具体的に工事が進めばさらに話を進めてゆきたいと考えております。




〇又吉　久正君

　肥料の処分については農協その他肥料会社と話を進めているということでありますので来年度予算からこれの使用料が入つてくるわけでございますが間違いないですね。今度は３５万ドルのこの内訳でございますがこれは一番の単価、二番の単価はおのおの違つておると思います。その合計したものが３５０，３５０ドルと考えられますが、この契約書の第４条には工事の一部を第三者に委任し、もしくは請け負わせることができる。となつておりますが市の条例では第３者の請け負いはかんばしくないとありますが、これから見ますと基礎工事とか電気工事あるいは芝はりというのはほとんど下請工事させると思いますが大体の一番の単価、二番、三番の単価はどれくらいになつておりますか。






〇建設部長（花城　直政君）

　お答えします。一番最初のダノ式じん芥高速堆肥化装置、これが２１５，０００ドルとなつております。それから機械基礎工事が３，７００ドル、機械据付工事が１３，０５０ドル、それから機械の据置のほかに建築工事があります。投入室建築工事というのがありましてこれが約２９，８５０ドル、電気設備工事は４８，５００ドル、投入室建築工事これが１５，３５０ドル、撰別室建築工事１４，５００ドル、養生場の補装工事８，３００ドル、工具および備品これは５７０ドル、諸経費３１，３５０ドル合計３５０，３５０ドルとなつております。






〇儀間　真祥君

　２点お尋ねいたします。１７番議員の質問と関連すると思いますが１７番議員の質問に対して部長答弁は主任技術者または１級建築士またはこれと同等以上の資格を有するものとあるが１級建築士以上の資格を有するものあるいは同等以上の資格を有する者は実際にいないということを聞いておりますがどうしてこれを入れたのか。もう１点は９月議会だつたと記憶しておりますが現在計画中のコンポスト工場、この近くでは公害は起きないということを説明されておりますが聞くところによりますとコンポスト工場では醗酵させますがその段階においてはある程度の有機物が出るがその有機物が発生した場合に臭気が出ます。その臭気がどの範囲にとどまるのかその点をお伺いいたします。






〇建設部長（花城　直政君）

　１７番議員からの御質問がありましたが今の御質問はちよつと違つていると思います。１級建築士、２級建築士以外の建築士はいないということであります。要するに国家試験にとおつた１級、２級建築士以外はないわけでございます。なぜ同等以上の資格を有するものとしたかということでございますが、これは国家試験をとおつておらなくても技術的にそれだけの能力がある人がおり、試験を受けたら受かるかもしれません。それで、実地で優秀な人がおりこれだけの技倆をもつているということを認めるならばあれするということでありまして１級建築士、２級建築士はおらないということではなくそれ以外の建築士はいないということであります。




〇儀間　真祥君

　実際問題としてこれと同等の資格をもつていても監督するということができないようなこともあるので一応こういうところまでなされるというふうに考えますが、１級建築士以上のあるいはこれと同等の資格を有するということを誰が認めるのか。これは誰でも監督できるような方法はとるためではないのか。




〇建設部長（花城　直政君）

　お答えします。１級建築士の免状をもつておらなくてもそれと同等以上のものは認めると書いてあります。しかし、これは誰が認めるかということでございますがこれは那覇市長が認めるわけでございます。




〇儀間　真祥君

　市長が認めるということですが１級建築士は国家試験による資格でしょう。検査官は市長じやないでしよう。ちよつとおかしいじやないですか。そうであるとすればこれは誰でも監督できるような道を開くことになりますよ。




〇建設部長（花城　直政君）

　これは１級建築士の資格を認めるということじやありません。１級建築士と同等以上の技能を有するものというふうに考えられていいと思います。資格となると１級建築士しかありませんので、そういう意味じやなくしてそれと同等以上の技能を持つそれだけの優秀な技術者ということであります。






〇経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　臭気の点についてお答えいたします。先ほど申し上げましたのはダノ式みたいに完全醗酵をなし得る施設をもたない、特許をもたない施設から出てくる製品は不完全醗酵して出てくるのでそれを積んだ場合には臭気を発するということでありましてダノ式の場合はスタミナイザーの特許施設によつて、完全な操作によつて出てきたものは炭素率は１７．８に落ちておるので臭気は出ても養生場広場程度の分でとまるということであります。




〇儀間　真祥君

　公害の問題については一応コンポスト工場の範囲は出るかもしれませんがそれ以外にはわたらないということでありますか。




〇経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　はい、そうでございます。

（「進行」というものあり）






〇黒潮　　隆君

　公害の問題は６番議員から質問がありましたのでそれに触れませんが、那覇市のじん芥の排出量からした場合に５０トンの能力しかないコンポストだけでは処理ができないわけでございます。５０トンから１８トンは肥料にならない。有機物が出るということであります。そうしますと２００トンの中から約５０トンは石ころ、金具類、あるいは板切れという計算が出てきます。ところが５０トンしか処理できないので那覇市としてはコンポスト工場を建設するその敷地にじん芥焼却炉を作ろうというふうな計画もあると聞いていますが、やはり公害の問題からするとコンポストのほうがじん芥焼却炉よりは被害がないということもはつきりしているわけでございます。そういつた点からすると５０トンではなしに８０トンとかもつと能力のある大きいのをなぜ設置しなかつたのかこれをお尋ねしたいと思います。






〇経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。問題はこのコンポストは製品をいかにさばくかということでありまして、先ほど申し上げましたように５０トンプラントから摘出されるコンポストの量はおおむね那覇市の耕地面積に与えるだけの量として十分である。那覇市の耕地面積は６００町歩でありますので、すでに御存知のように耕地は減少してゆくので４５０町歩で抑えておかないとあとで困るということで５０トン規模にしたということであります。




〇黒潮　　隆君

　部長答弁は現在の那覇市の農家の耕地面積を対象としているので、また年々農家は減つてゆくということからして５０トンの処理能力のあるコンポストを作るということでありますが、しかし那覇市の場合は毎年１万人以上の人口が増えてゆきます。御承知のように郊外のほうにどんどん家ができてゆきしまいには農耕地がなくなるかもしれませんが那覇市を農家を対象にしか考えないということはおかしいんじやないですか。農家がなくなればそのコンポストは廃止するのか。那覇市だけではなくして那覇市の近郊の農村そこにも目を向けた場合には５０トン工場の考え方にはならなかつたんじやないか。今の部長答弁からすると那覇市内の農家がなくなるとコンポストは閉めるというふうに受け取つていいかどうか。




〇経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。あくまでも現段階を基準においてやつたわけでありまして農家が全然ゼロになるということはいつの時点になるか非常に見とおしにくいわけでございます。その時分にはその時分としてその処理の拡張を考えるということでありまして、差し当つては行政区域内における処分ということを考えるのが原則じやないかと思います。




〇黒潮　　隆君

　話しによりますと本土の場合は農協そういつたところと契約をして十分に肥料の処理はできるというふうに聞いております。そういうことを努力すれば沖縄の場合でもできるんじやないか。そのようなコンポスト工場を作るところは限られた市町村だと思います。特に都市地域だと思います。だから各村でそれができてしまつて那覇市の肥料が処分できないということには私はならないと思います。ですから公害の問題を考えるならどうしてもじん芥焼却炉よりはコンポストのほうが被害が少ないという建前からすると、そういう肥料の処理問題よりももつと考えてしかるべきじやないか。たとえばそこにその工場ができても問題にはならないかもしれませんが本土の場合にはコンポスト工場でも住宅に接近しているところでは婦人団体から反対が出ています。特にじん芥焼却炉の場合はそういう抵抗が強いと聞いております。ですから煤煙なんかの問題で特に蔬菜類は売れなくなります。製糖時期には南部製糖からの煤煙で国場あたりのキヤベツは中に煤煙が入つてくさつたりして売れなくなります。これがじん芥焼却炉ですとコンポスト工場よりは公害の問題が出てくると思います。それからすればやはりもつと大きいのを作るべきじやなかつたか。１００トンのものを設置すべきじやなかつたか。そうすればそこから出る枝切れは燃やし、石ころとか金具類は埋立てに使うとかしていろいろな事業に使えると思うがそういう点は全然考えられないのか。






〇市長（西銘　順治君）

　私のほうからお答えいたします。なるほどコンポストに対する農民の理解ということになりますが本土とは違いまして沖縄でコンポストを作るのは今度がはじめてであります。それを作る場合に作つたコンポストが売れるかどうか心配しておりますが豊見城農協とかあるいは農連そういつた関係を通じて最初のうちはただでもいいからコンポストの肥料の効果について農民が十二分に認識を持つようになるまでは宣伝しようということであります。将来全琉にコンポストの需要が増えればコザでも作りましようし、あるいは企業体が作りましようが、さしあたつて那覇市ならびに那覇市の近郊においてコンポストに対する農民の理解という点から５０トンということにしたわけであります。




〇議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






〇久高　友敏君

　本員はただいま上程になりました議案第１３０号ごみ処理場設置契約を締結することについて討論を行います。本員は去る２０日に日本の行政視察に行つてまいりましたがその中で特に大阪府吹田市、あの辺でも、いま千里山に３０万坪のニユータウンというものを計画しその中にコンポストを作る計画をしていますが、学生あるいは一般の方々からこれは非常に衛生的に悪いから設置してくれるなという非常な反対があつて市当局もその設置に悩んでいる状態でありました。しかも３０万坪の土地の中にコンポストを作るのさえ反対があるということであります。特に市長は広域都市計画ということを施政方針にうたつています。御承知のように南風原という地域はあの現場からした場合には赤田、崎山、鳥堀、汀良といつたふうに非常に人家が接近しております。したがいましてこちらではコンポストは農民に対してまだ自信が持てないようでありますが日本では花木の栽培に喜ばれているようであります。こちらでは花木の栽培はどのような需要があるかわかりませんが那覇市の場合は当局の説明によりますと一日の排出量が約１４０トンから１５０トンの排出があるというふうに聞き及んでおります。しかしこの議案からしました場合に、一日５０トンの処理能力しかない、従つて一日９０トンから１００トンのじん芥が余ると、従つて余るものは今までどおり安謝に埋め立て焼却する、つまりチリをやくということは観光都市、あるいは泊港の現状からして不可能じやなかろうか、従つてその余つた分はあのコンポスト工場の近くで焼却されることも予想されるわけであります。

　従つて私はこの施設そのものについて、つまりつくるな、絶対反対だということではないのであります、つまり都市の環境衛生、この提案理由からいたしましても環境衛生を向上させるという趣旨にはなつておりますが、しかしこの環境衛生をよくするということは那覇２７万市民の観点からしました場合にはよいかもしれませんが本員の住む地域はむしろ環境衛生は悪くなると考えております。このじん芥は臭気、あるいは煤煙はむしろ製糖工場よりは悪くなるんじやないかというふうに本員は考えております。

　製糖工場は製糖期のみしかそういう煤煙は出ないがしかし、このコンポスト施設することによつて永久に那覇市がある限りは拡張はされても縮小されない、従つてこの周辺の土地の発展、あるいは農作物の問題にしても、いろいろの生活の向上はむしろ低下はしても向上はしないというような観点からいたしましても本案については、この場所について私は異論をもつておるわけです。この施設がこの那覇の近郊になければ私は賛成するのでありますが特に私の住む首里にある関係上、この１３０号議案に賛成しかねますので反対いたします。




〇議長（高良　一君）

　これをもつて討論を終結します。

議案第１３０号　ごみ処理場設置契約を締結することについて採決に入ります。

　本案については同意することに御賛成の方の御起立を求めます。






〇議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については同意することに決定されました。




〇議長（高良　一君）

　日程第８、議案第１３１号専決処分の承認を求めることについて質疑に入ります。






〇瀬長　フミ君

　１３１号議案の専決処分の中の２，４００ドル増額されておりますが、現場は戦前の塩田のために誤差が出たと書いてあります。この現場は戦前塩田があつたということは一般がよく知つておるところでありますが、これは土質調査のミスであつたのか、あるいは、そこが塩田であつたということがわからなかつたのかどうかお伺いいたします。






〇建設部長（花城　直政君）

　お答えします。設計者、それから私もそこが戦前塩田地帯であつたということはわかつておりました、この件につきましては、いろいろ調査の方法に問題点があつたというように私たちは考えております。やはり普通のところでありましたら、だいたいボーリングを５、６箇所してしまつたら、だいたい層がわかるわけであります。ところがそこが戦前の塩田でありまして、その塩田が珊瑚礁の上にいろいろの泥土とか砂が堆積しておつた、結局二、三尺ほつたらボコツト穴があいたり、普通の場所とは違つた地層であるということでありまして、そこに問題点があつたということでございまして、設計も、ボーリングの調査の結果、だいたいこれだけコンクリートを打てば大丈夫だと堆定してかかりましたけれども、やはりそういう戦前の状態が塩田であつたということはわかつておりましたけれども、そういうように変化が非常にあつたということは気がつかずにそういうことになつたということでありまして、その点は非常に私たちも今後気を付けなければならないんじやないかというふうに考えております。




〇瀬長　フミ君

　そういつた塩田はボーリングをすればだいたいわかるというふうにいわれておりますし、前にも与儀公園の整地の場合でも雨が降つたために延期されて問題になりましたが、そういうのと関連いたしまして、そういつた建築とか整地を行う場合にいろいろなミスがなかつたかということが私たちは疑問をもつわけでありますのでそういつた点については今後、当局は十分調査をしてやつてもらいたいということを要望いたします。






〇金城　吾郎君

　変更による増額２，４００ドルの予算措置はどういうふうになるのか。これは起債であつたと記憶しておりますが、起債額が変更になるのか、あるいは一般会計から出すのか、どういうふうになりますか。






〇建設部長（花城　直政君）

　お答えします。設計変更によつて増額した２，４００ドル、これだけ出してちようど予算額一ぱいでありまして、また起債の議決一ぱいであります。




〇議長（高良　一君）

　質疑を締結し討論省略して議案第１３１号、専決処分の承認を求めることについて採決に入ります。

　本案については承認することに御賛成の方の御起立を求めます。






〇議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については承認することに決定いたします。




〇議長（高良　一君）

　以上もちまして本日の会議日程は全部終了いたしましたので閉会いたします。どうもありがとうございました。






（午後３時８分　閉会）




上会議録を調整し署名する。

　　１９６６年１１月１０日
















議長　　　　　高良一　　　　㊞




署名議員　　　赤嶺保三郎　　㊞




署名議員　　　喜久山　朝重　㊞
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